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 令和２年度 厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書(院外非専門医連携対策) 
 

眼科における肝炎ウイルス陽性患者の肝臓専門医受診勧奨の試み 

 

研究分担者：井出 達也  久留米大学医学部内科学講座消化器内科部門 准教授 
  

研究要旨：手術などに際して、HBs抗原や HCV抗体を測定することがあるが、陽性であ

っても説明されなかったり、肝臓専門医へ紹介されない例がある。そこで、とくに高

齢者が多く肝炎ウイルス陽性率の高い眼科に注目し、専門医への受診を勧奨する方法

を探った。数名の眼科医にインタビューしたところ、肝炎ウイルス陽性のときは患者

に伝えているのみで、肝臓専門医への紹介はせず、かかりつけなどへ報告することは

あるとのことであった。内科のかかりつけを通り越して肝臓専門医へ紹介することは

困難との意見があった。そこで福岡県南部の筑後ブロック眼科医会幹事会へ、肝臓専

門医への受診の重要性を説明したところ、今後同ブロック眼科医会を通して、肝炎ウ

イルス陽性者の肝臓専門医への受診勧奨を構築して行くことに理解が得られ、協力い

ただけることとなった。来年度は眼科医会の会員へ具体的に取り組みを行って行く予

定である。 

A. 研究目的 

手術などを行う診療科では、HBs 抗原や

HCV 抗体を測定することがあるが、陽性で

あってもそのままで説明がなかったり、肝

臓専門医へ紹介されない例があると聞く。

一方これまでの調査で眼科や整形外科など

が高齢者も多く、肝炎ウイルス陽性率が高

いことがわかっている。総合病院などにお

ける手術であれば、院内紹介で消化器内科

へ紹介されることもあると思われるが、眼

科は多くの開業医で手術を行うことから、

専門医への紹介はしない症例が多いと推測

される。そこで、眼科に注目し、専門医へ

の受診を勧奨する方法を探った。 

 

B. 研究方法 

まず数名の眼科医にインタビューを行っ

た。肝炎ウイルス陽性のときは患者に伝え

たり、内科かかりつけなどへ報告すること

はあるが、肝臓専門医への紹介を行うこと

はないとのことであった。内科のかかりつ

けを通り越して肝臓専門医へ紹介すること

は医師同士の関係上、困難との意見があっ

た。 

次に福岡県南部の筑後ブロック眼科医会

幹事会メンバーへ、肝臓専門医への受診の

重要性を説明することとした。下記 3 枚の

文書を準備し、肝臓専門医への受診の重要

性を説明し、幹事会で検討していただいと

ころ、眼科医会で協力いただける了承が得

られた。 
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C. 研究結果 および D. 考察 

研究結果は、来年度以降となるが、2021

年４月頃に、眼科医会会員に趣意書を送り、

ご協力いただける医療機関を絞り込む予定

である。協力いただける医療機関には、下

記のようなマニュアル（案：作成中で簡易

版と詳細版がある）を配布し、各医療機関

で対応可能なレベルで受診勧奨を進めて行

く予定である。また肝炎医療コーディネー

ターの資格の取得もお願いしたいと考えて

いる。 

 

 

 
 

 

 

  

E. 結論 

 福岡県筑後ブロック眼科医会において、

肝炎ウイルス陽性患者の肝臓専門医への受

診勧奨への手がかりを得ることができた。 

 

F. 政策提言および実務活動 

＜政策提言＞ 

厚生労働科学研究費・肝炎等克服政策研

究事業「職域等も含めた肝炎ウイルス検査

受検率向上と陽性者の効率的なフォローア

ップシステムの開発・実用化に向けた研究」

(H29-R1)、「効率的な肝炎ウイルス検査陽性

者フォローアップシステムの構築」 

(H26-H28)の班員として研究活動を行い、肝
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臓専門医への受診の工夫などを提案してき

た。 

＜研究活動に関連した実務活動＞ 

上記の研究班活動に加えて、久留米大学

消化器内科、久留米大学肝疾患相談支援セ

ンター、センター長として、肝炎に関する

総合的な施策の推進活動に携わっている。

更に福岡県の肝炎対策委員として、県肝炎

ウイルス対策部署と連携し、肝炎撲滅対策

に取り組んでいる。 

 

G. 研究発表 

1. 発表論文 

なし 

 

2. 学会発表 

なし 

 

3. その他 

啓発活動 

＊井出達也：講演「C型肝炎:年間 1万人」

市民公開講座、令和 2年 10月 17日  

主催：福岡県肝疾患相談支援センター 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得  

なし 

2. 実用新案登録  

なし 

3. その他  

なし 

 


